
第五次蒲郡市総合計画                 令和４年度～令和６年度 

実 施 計 画 
目   次 

 

第１ 計画の前提 
１ 計画の意義 ･･････････････    1   ４ 計画策定の基本方針 ･･････    1 
２ 計画の期間 ･･････････････    1   ５ 基本目標    ･･････････････    2 

３ 計画の性格 ･･････････････     1 

 

第２ 施策別の概要 
まちづくり戦略 ･････････････     3 

 

１ 笑顔つながる幸せに暮らせるまちづくり 

(1) 地域医療 ････････････････    5      (5)障がい者福祉 ････････････    8 

(2) 子育て支援 ･･････････････    6    (6)社会保障・保険分野 ･･････   8 

(3) 高齢者福祉 ･･････････････    7      (7)生活自立支援 ････････････   10 

(4) 健康づくり ･･････････････    7 

 

２ 人と文化を未来につなぐまちづくり 

(1)学校教育 ････････････････    11     (3)文化芸術 ･･･････････････   12 

(2)スポーツ ････････････････    12     (4)生涯学習 ･･･････････････   13 

 

３ 豊かな自然とともに安心して住み続けられるまちづくり 

(1)防災・減災 ･･････････････    14     (4)交通安全・防犯 ･････････   16 

(2)消防・救急 ･･････････････    15    (5)循環型社会形成 ･････････   17 

(3)環境保全・生活衛生 ･･････    15 

 

４ にぎわいと元気あふれるまちづくり 

(1)観光 ････････････････････    19     (4)農林業 ･････････････････   20 

(2)商業・サービス業 ････････    19    (5)水産業 ･････････････････   21 

(3)工業 ････････････････････    19       (6)ボートレース ･･･････････   22 

 

５ 人と人がつながり快適な暮らしを支えるまちづくり 

(1)公共交通 ････････････････    23     (5)市街地整備・都市景観 ･･･   27 

(2)道路 ････････････････････    23       (6)住宅環境 ････････････････   29 

(3)下水道 ･･････････････････     25     (7)水道水の安定供給 ･･･････   30 

(4)港湾・河川・海岸 ････････    26 

 

６ 市民とともに歩むまちづくり 

(1)市民協働 ････････････････    32    (4)公共施設の適正な管理 ･･･   32 

(2)男女共同参画 ････････････    32    (5)行財政運営 ･････････････   33 

(3)多文化共生 ･･････････････    32     (6)行政のデジタル化 ･･･････   33 

 



 1 

１ 計画の意義 

   第五次蒲郡市総合計画の基本構想で示す将来都市像「豊かな自然 

一人ひとりが輝き つながりあうまち ～君が愛する蒲郡～」を実現する 

ため、基本計画で具体化した施策のうち、主要な事業について、向こう 

３ヵ年の事業内容、事業費を明らかにすることにより、総合計画の着実 

な実現を目指します。 

 

 

     ２ 計画の期間 

     この実施計画の期間は、令和４年度から令和６年度までの３年間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 計画の性格 

   この計画は、流動する社会経済情勢に対応し、現実に調和するものとするため、毎年度改

定を行うローリングシステムの採用する短期計画とし、各事業の適切な進行管理を行うととも

に、毎年度の予算編成の指針とします。 

   なお、社会経済情勢の変化によっては、計画の変更を余儀なくされる場合も予測され、事業

の実施については、毎年度の予算編成及び議会の議決を経て行われることになります。 

 

４ 計画策定の基本方針 

  ■対象事業：実施計画の対象事業は、以下の基準により選定しています。 

    ①第五次蒲郡市総合計画の基本計画に掲げる主要事業 

    ②新規事業（定期的な修繕や点検等を除く。） 

      ③次の条件に該当する事業 

   ・ハード整備事業：総事業費１億円以上 

  ・ソフト事業：単年度事業費 1,000 万円以上 

④上記以外の重要性の高い事業 

一般会計 
投資的経費 

普通建設事業費（負担金・補助金形式によるものを含

む。）及び調査・測量・設計等の委託料。但し、施設の

維持的な工事費の細目を除く。 

その他経費 扶助費 
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負担金・補助金及び交付金（事務費に該当するものを

除く。） 

投資・出資金・貸付金及び行政目的遂行のための直接

経費（建物等の建設費・管理費を除く。） 

特別会計 
土地区画整理事業・公共用地対策事業に係る投資的経費 

国民健康保険事業・後期高齢者医療事業に係る給付費 

企業会計 
水道事業・下水道事業・病院事業・モーターボート競走事業の資本的支

出に係る建設改良費 

 

５ 基本目標 

まちづくり戦略及びまちづくりの柱として６つの基本目標を掲げ、事業を推進して

います。 

健康・福祉 

１ 笑顔つながる幸せに暮らせるまちづくり 

地域医療、子育て支援、高齢者福祉、健康づくり、障がい者福祉、 

社会保障・保険分野、生活自立支援 

教育・文化 

２ 人と文化を未来につなぐまちづくり 

    学校教育、スポーツ、文化芸術、生涯学習 

安全・安心 

３ 豊かな自然とともに安心して住み続けられるまちづくり 

防災・減災、消防・救急、環境保全・生活衛生、交通安全・防犯、循環型社会形成 

産業 

４ にぎわいと元気あふれるまちづくり 

    観光、商業・サービス業、工業、農林業、水産業、ボートレース 

都市基盤整備 

５ 人と人がつながり快適な暮らしを支えるまちづくり 

    公共交通、道路、下水道、港湾・河川・海岸、市街地整備・都市景観、住宅環境、 

    水道水の安定供給 

地域・行財政 

６ 市民とともに歩むまちづくり 

    地域コミュニティ活動、市民協働、男女共同参画、多文化共生、 

公共施設の適正な管理、行財政運営、開かれた市政、行政のデジタル化 



まちづくり戦略

＜快適な生活環境の充実＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 0 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

2
公民連携まちづ
くり事業

東港地区開発推進室

＜生涯活躍できる地域社会づくり＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

3 産業振興事業 産業政策課

事業概要
産業振興が地域の活性化に果たす役割の重要性に鑑み、産業
振興に関する基本的な事項を定め、事業者、産業経済団体、教
育機関等、市民及び市の役割を明らかにすることにより、一体的
に産業基盤の安定及び強化を促進し、地域経済の持続可能な発
展及び市民生活の向上に寄与することを目的とした「蒲郡市産業
振興条例」が令和4年4月1日から施行された。本条例第3条基本
理念に基づき、地域経済に関わるものが一体となり、産業振興を
推進していくもの。

東港地区開発推進室

事業概要

　基本計画（分野別計画）に示している施策をそれぞれ進めるだけではなく横断的に相互連携すること
により戦略的に進めていくことが重要です。また、SDGsの取組を進めるにも施策を有機的に連携させる
ことが重要であり、中長期的展望で分野横断的な施策について行政分野間で相互の連携を図るととも
に、市民や市民活動団体、事業者、行政などの関係機関等がそれぞれ役割を認識し、互いに協働しな
がら将来を見据えた魅力あるまちづくりを推進します。

事業概要

東港地区まちづくりビジョンに基づき、市民や民間事業者等が中
心となって、公共空間を活用した日常的なまちの賑わいや活力を
創出する公民連携のまちづくりを推進する。

1
土地利用検討事
業

未利用地における土地利用推進及びその他公的不動産の活用
に向けて、民間事業者との対話の場を持ち、民間事業者のアイデ
アやノウハウ、現実的な事業スキームなどを得ながら実現性のあ
る計画を検討して土地利用を図る。
【事業期間：R3～】

土地利用計画策定

-
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＜人を引き寄せる持続可能な地域づくり＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

4
サーキュラーシ
ティ推進事業

5 定住促進事業

6
映画等制作支援
事業

観光まちづくり課
シティセールスを効果的に推進するため、蒲郡をロケ地とする映
画、ドラマ等の制作費用について支援する。

企画政策課

事業概要

若い世代や子育て世代を主要なターゲットに、蒲郡へ住むことの
魅力や各種助成制度などの情報を一元的に発信することで、人
口減少に歯止めをかける。

持続可能な社会を実現し、市民の皆様が希望を持ち、幸せを実
感し、誇りと思うまちづくりを推進していくため、環境面に配慮し、
経済的にも社会的にも廃棄物や汚染を発生させないという考えの
もと、今まで廃棄されていたものを「資源」として考え、資源を循環
させる経済の仕組みである「サーキュラーエコノミー」に取り組み、
推進していく「サーキュラーシティ」を目指す。
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１　笑顔つながる幸せに暮らせるまちづくり

＜地域医療＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

7
休日急病診療所
事業

8
休日歯科診療所
事業

9
障がい者歯科診
療所

10
看護専門学校備
品等整備事業

看護専門学校

■病院事業会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 150,000 千円

目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 61,282 千円

□病院事業会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

13
地域医療連携強
化事業

14
医師看護師確保
対策事業

15 人間ドック事業

16
名古屋市立大学
寄附講座事業

耐用年数経過順ではなく、必要性の高いものから計画
的・優先的な購入により更新
複数の高額機器が耐用年数を大きく経過

市民病院

　少子高齢社会に対応していくため、安心して子どもを産み育てられるよう、妊娠期から子育て期まで切
れ目のない子育て環境を整備するとともに、健康づくり、地域医療、福祉を充実し、生涯を通じて健康な
生活を送ることができ、地域で互いに助け合い、支え合う福祉社会の実現に向けた笑顔つながる幸せ
に暮らせるまちづくりをめざします。

12 新棟建設事業

災害・感染症対策の体制強化、より高度な医療の提供、地域の
医療課題に対応するため、既存棟の西側用地に新棟を建設し、
既存棟の改修と併せて病院機能の強化を図る。
【事業期間：R4～】

建設着工

新棟建設調査実施

事業概要
最善の医療が受けられるよう患者・家族を支援するとともに、地域
医療連携を強化し、地域包括ケアシステムの推進を行う。

市民病院

地域における基幹病院として、安定的かつ継続的な医療の提供
のため不足している医師および看護師の確保を行う。

病気の早期発見や早期治療を目的に市民病院で人間ドック事業
を実施する。

地域の疾病構造を分析し、患者ニーズに対応するとともに、一方
で基幹病院として高度な医療の提供を進めるため、名古屋市立
大学病院との人事交流・連携体制を強化する。

11
医療機器整備事
業

地域の急性期医療を担う中核病院としての医療水準を保つた
め、老朽化した医療機器の計画的な更新を行う。新棟建設に合
わせ、医療機器整備計画を策定する。
【事業期間：通年】

事業概要

健康推進課

市民の救急医療に対応するため、日曜日、祝日、年末年始に保
健医療センターにおいて休日急病診療所を開設する。感染症の
まん延等により、市内の医療機関では適切な医療を行うことがで
きないと認められるときは休日以外の日においても当該感染症患
者に対する応急の医療を行う。

市民の救急医療に対応するため、日曜日、休日、年末年始に保
健医療センターにおいて休日歯科診療所を開設する。
障がい者の歯科診療受診に対応するため、保健医療センターに
おいて専用歯科診療所を開設する。
看護教育カリキュラム改正に伴う、機械器具・模型等の整備及び
経年経過による設備・備品の整備更新。

事業概要
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＜子育て支援＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 48,380 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

18
子育て世代包括
支援センター事
業

健康推進課

19
児童発達支援セ
ンター管理運営
事業

20
地域子育て支援
センター運営事

21
私立保育園運営
支援事業

22
認定こども園運
営支援事業

23
地域型保育給付
事業

24
児童手当給付事
業

25
児童扶養手当給
付事業

26
遺児手当給付事
業

27
子育て支援施設
等利用給付金事
業

28
私立幼稚園保育
料給付金事業

29
子ども医療費助
成事業

30
母子家庭等医療
費助成事業

31

放課後児童健全
育成事業（放課
後児童クラブの
開設）

教育政策課

母子家庭等の福祉増進を図るため、医療費の保険診療で支払う
自己負担分を助成する。

保険年金課

地域型保育事業のうち、事業主が実施する事業所内保育事業に
係る保育給付を行う。

地域において子育て家庭を支援するため、市内に3か所ある地域
子育て支援センターを運営する。

幼児教育・保育無償化制度に伴う私立幼稚園に対する保育料
（授業料）の給付を行う。

私立保育園に対し、保育の実施委託料及び補助金を交付するこ
とで、保育内容の充実及び施設の運営改善を図る。

17
公立保育園施設
老朽化等対策事
業

公立保育園の施設老朽化等に対して改修を実施する。
【事業期間：通年】

放課後児童の健全育成を図るため、児童クラブを開設し、留守家
庭児童の保護を行う。

安心して、妊娠・出産・子育てできるよう切れ目のない支援を行
う。

発達支援が必要な児童及び障がい児に対する地域の中核的な
支援施設として児童発達支援を実施する。

事業概要

子育て支援課
施設の維持

-

事業概要

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担
う児童の健やかな成長に資することを目的に児童の父母等に児
童手当を支給する。

母子家庭等の生活の安定と児童の健全育成のため、児童扶養
手当を給付する。

昭和48年4月1日から父又は母と生計を同じくしていない遺児につ
いて、遺児の健全な育成及び福祉の増進を図ることを目的に手
当を支給する。

幼児教育・保育無償化制度に伴う幼稚園預かり保育事業・認可
外保育施設・一時預かり事業・子育て援助活動支援事業等の事
業及び施設を利用した者に対する給付を行う。

子育て支援課

認定こども園に対し、施設型給付費及び補助金を交付すること
で、保育内容の充実及び施設の運営改善を図る。

子どもの福祉の増進を図るため、子どもの医療費の保険診療で
支払う自己負担分を助成する。通院は中学卒業まで、入院は18
歳到達年度末まで助成。令和5年1月から通院の対象を18歳到達
年度末まで拡大。
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＜高齢者福祉＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

32
養護老人ホーム
管理運営委託業
務

33
（公社）シルバー
人材センター補
助事業

34
生きがいセン
ター管理運営委
託事業

35
老人福祉セン
ター管理運営委
託事業

36
後期高齢者福祉
医療費給付事業

保険年金課

＜健康づくり＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

37
市民を主体とす
る健康づくり支
援事業

38 各種保健事業

39 予防接種事業

40 母子保健事業

41
高齢者保健指導
事業

後期高齢者医療制度に該当し、心身障害、精神障害者、寝たき
り、独り暮らし（市民税非課税）などの高齢者で医療の一部負担
金の支払いが困難な高齢者に医療費の一部を支給し、福祉の向
上を図る。

生きがいセンターの管理運営を委託する。

事業概要

養護老人ホーム管理業務の指定管理委託を行う。

シルバー人材センター職員人件費を補助する。

事業概要

長寿課

老人福祉センター（寿楽荘）の管理運営を委託する。

平成16年度に「健康がまごおり21」計画を策定し、平成25年度に
見直し新たに策定した「健康がまごおり21第2次計画」の推進のた
め、健康づくりいっしょにやろまい会（健康がまごおり21推進市民
グループ）や、食生活改善推進員等の協力を得て、市民主体によ
る健康づくり活動の支援・育成を行う。また、地域・職域とも連携し
た健康づくりの推進を図る。

健康推進課

市民の健康寿命の延伸を目指し、健康意識の向上、知識の普及
啓発と生活習慣病予防の推進のため、健康診査・保健指導・がん
検診、健康教室等の各種保健事業を実施する。令和4年度より小
児生活習慣病予防対策事業を開始。

感染症予防のため、乳幼児・児童・生徒及び高齢者に対し、予防
接種を実施する。令和4年度より水痘帯状疱疹予防接種を開始。

母子の健康づくりと子育て支援の推進のため、各種母子保健事
業を実施する。令和4年度より3歳児健診スポットビジョンクリー
ナー検査を開始。

高齢者の健康の保持増進、重症化予防、介護予防を目的に専門
職による健康相談や保健指導、受診勧奨などを実施する。
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＜障がい者福祉＞

○一般会計（その他経費）

№ 事業名 事業課

42
障害福祉サービ
ス事業

43
障害児通所サー
ビス事業

44
障害者地域生活
支援事業

45
障害者手当等給
付事業

46
社会福祉協議会
補助事業

47
勤労福祉会館管
理運営事業

48
重層的支援体制
整備事業

49
障害者医療費助
成事業

50
精神障害者医療
費助成事業

＜社会保障・保険分野＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

51 介護保険給付費

52 介護認定調査

53 地域支援事業

精神障害により、総合支援法による医療受給者証所持者が、通
院治療のため支払った自己負担分（1割）を助成する。
精神障害者手帳1、2級の所持者に対し、精神病床に入院して受
けた医療費の保険診療で支払う自己負担分を助成する。
精神障害者手帳1、2級の所持者に対し、精神病床の入院以外の
保険診療で支払う自己負担分を助成する。（市単独助成）

保険年金課

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、
保育所等訪問支援、障害児相談支援

障害福祉サービスと組み合わせて障害者を支援する事業。
（相談支援、基幹相談支援、コミュニケーション支援、日中一時支
援、日常生活用具給付、移動支援、地域活動支援センター、成年
後見制度利用支援、虐待防止センター事業）

特別障害者手当等、扶助料の給付及び福祉タクシー料金助成事
業。

介護保険サービス利用料の保険者負担分。平成30年度より保険
者が東三河広域連合へ移行。

長寿課
要介護認定申請者に対する認定調査。平成30年度から保険者が
東三河広域連合に移行し、介護認定調査事務を東三河広域連合
から委託を受けて実施。

介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業・任意事業

事業概要

事業概要

介護給付費、訓練等給付費、自立支援医療及び補装具費

地域福祉サービスセンター事業、ボランティアセンター事業、在宅
福祉サービス事業、居宅介護事業、社会福祉協議会運営事業
(福祉活動専門員事業を含む）、日常生活自立支援事業。

蒲郡市勤労福祉会館の施設管理と運営事業を指定管理者を通じ
て行う。

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な
支援体制を整備するために重層的支援体制整備事業を行う。

福祉課

心身障害者の福祉増進を図るため、医療費の保険診療で支払う
自己負担分を助成する。
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☆国民健康保険事業特別会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

54
一般被保険者療
養給付費

55
退職被保険者療
養給付費

56
一般被保険者療
養費

57
退職被保険者療
養費

58 審査支払手数料

59
一般被保険者高
額療養費

60
退職被保険者高
額療養費

61
一般被保険者高
額介護合算療養
費

62
退職被保険者高
額介護合算療養
費

63 出産育児一時金

64 葬祭費

65
保健衛生普及事
業

66
特定健康診査等
事業

67
国民健康保険事
業費納付金

☆後期高齢者医療事業特別会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

68
後期高齢者医療
広域連合保険料
等負担金

69
後期高齢者医療
広域連合療養給
付費負担金

70
後期高齢者医療
広域連合市町村
共通経費負担金

71
後期高齢者医療
保健事業

事業概要

一般被保険者に対し、保険の給付を行う。

退職被保険者に対し、保険の給付を行う。

一般被保険者に対し、療養費を支給する。

退職被保険者に対し、療養費を支給する。

診療報酬明細書の審査。

保険年金課

国保被保険者の健康増進・疾病予防を目的として、重症化予防、
健康教室の開催、人間ドック・脳ドック受検費用の助成などを行
う。医療費適正化のため医療費通知の発送、重複頻回受診者へ
の訪問指導を行う。平成30年度から令和5年度までの国保保健
事業実施計画であるデータヘルス計画に基づき、健康寿命の延
伸化及び医療費の適正化を図る。

事業概要

高齢者の医療の確保に関する法律等により後期高齢者医療制
度の保険料徴収事務等を行い、保険料、基盤安定軽減保険料等
を愛知県後期高齢者医療広域連合へ納付する。

高齢者の医療の確保に関する法律により愛知県後期高齢者医
療広域連合に対して、蒲郡市における被保険者の療養の給付等
に要した費用の1/12を負担する。

愛知県後期高齢者医療広域連合への事務費（共通経費）を負担
する。

高齢者の医療の確保に関する法律等により努力義務となってい
る健康診査等の保健事業について、愛知県後期高齢者医療広域
連合からの委託により事業を実施する。

40歳～74歳の国保被保険者を対象に生活習慣病を中心とした疾
病の予防を重視した特定健康診査・特定保健指導を実施する。

保険年金課

一般被保険者に対し、高額介護合算療養費を支給する。

退職被保険者に対し、高額介護合算療養費を支給する。

平成30年度から県との共同運営が始まり、保険給付費を県が支
払い、市は県へ納付金を納める。

被保険者が死亡した時、その者の葬祭を行う者に支給する。

一般被保険者に対し、高額療養費を支給する。

退職被保険者に対し、高額療養費を支給する。

被保険者が出産した時、出産育児一時金を支給する。
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＜生活自立支援＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

72 生活保護扶助費

73
生活困窮者自立
支援事業

福祉課

事業概要

生活に困窮する人に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護
を行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を
助長する。

生活困窮者自立支援法に基づき、自立相談支援機関を設置し、
生活困窮者への相談支援の実施や住居確保給付金の実施、そ
の他の生活困窮者に対する自立の支援に関する措置を講ずるこ
とにより、自立に向けた支援を行う。
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２　人と文化を未来につなぐまちづくり

＜学校教育＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 947,590 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 6,800 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

76
ICT機器活用支
援事業

77
小中学生海外派
遣事業

78
教育振興基本計
画策定事業

79
少人数学級対応
事業

80
特別支援教育推
進事業

81
水泳指導等委託
料

82
学校部活動支援
事業

83
コミュニティ・ス
クール推進事業

84
小中一貫教育推
進事業

85
福井貞子教育振
興基金

86
学校給食調理業
務等委託事業

学校給食課

「福井貞子基金活用事業検討委員会」で小学６年生を対象に優
れた文化・芸術にふれる機会を検討する。

学校教育課

学校給食調理業務及び配膳業務を民間業者に委託し、効率的運
営を図っていく。

　子どもたちの個性や生きる力を育む学校教育や、生涯学習・スポーツの充実に努めるとともに、本市の
伝統・文化の大切さを伝えることにより、我がまちに愛着と誇りの持てる次代を担う人材や、心豊かな人
を育み、人と文化を未来につなぐまちづくりをめざします。

事業概要

74
小中学校施設老
朽化等対策事業

老朽化したプールの改修を実施する。
【事業期間：H7～】

小中学校の施設老朽化等に対して改修を実施する。
【事業期間：H25～】

教育政策課

小中学校トイレ洋式化率100％

小中学校トイレ洋式化率89.2％

75
小中学校施設整
備事業（プール
改修）

学校プール整備方針策定

-

地域と学校が教育を考える「コミュニティ・スクール」を推進する。

小中一貫教育を研究し推進する。

各小中学校に特別支援教育指導補助員を適切に配置する。

水泳授業について民間施設への委託を行い、専門指導を受ける
ことによる技術の向上と維持管理に係る経費軽減を図る。

事業概要

小中学校のコンピュータ及びネットワークの整備をする。

改正教育基本法第17条の2項の規定に基づく本市の教育振興の
ための基本的な計画及び各種計画と連携する教育分野の総合的
な計画として位置づけ策定する。

小中学生の海外派遣事業を実施する。

35人以下学級実施による教員の配置。

クラブ活動の運営及び市外派遣を支援する。

教育政策課
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＜スポーツ＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 140,327 千円

目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 614,530 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

89
スポーツ推進計
画策定事業

スポーツ推進課

＜文化芸術＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 31,570 千円

目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 117,089 千円

目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 45 千円

92
文化財等保存整
備事業

スポーツ推進課

自然科学分野の社会教育・生涯学習施設としての機能を充実す
るための維持管理を行う。
【事業期間：H23～】

施設・設備の維持

展示解説用AV機器の更新

-

文化財の活用と市民団体との連携。市指定史跡「上ノ郷城跡」に
ついて、地元との連携を図りながら保存整備を目指す。
【事業期間：H16～】

今後の活用の検討

保存整備の継続

91

市民会館充実事
業

市民会館の機能低下を防ぐため、施設の改築・改修を実施する。
【事業期間：H8～】

生命の海科学館
充実事業

事業概要

市民会館の施設・整備の維持
リーディングプロジェクト基本設計の策定
計画的な改修を実施
将来ビジョンを策定

大会の記録を公式記録とする公認認定の更新を行う。
【事業期間：R4】

事業概要

90

生涯学習課

博物館

87
公園グラウンド
陸上競技場公認
更新事業

4種ライト公認取得（R4）

-

88
武道館大規模改
造事業

市民体育センター武道館の大規模改造を実施する。
【事業期間：R3～R4】

工事及び備品等更新完了（R4）

事業概要

スポーツ推進計画の策定
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目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 45,700 千円

＜生涯学習＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 18,700 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

95
生涯学習講座開
催事業

96

生涯学習のまち
づくり推進事業
（学校施設開放
事業）

97
地域学校協働活
動推進事業

生涯学習課94
公民館施設整備
事業

生涯学習の拠点となる公民館の整備及び施設の老朽化に伴う改
修等を実施する。
【事業期間：H8～】

施設の機能維持

空調設備の更新

公民館の維持

-

博物館の展示室及び収蔵庫の設備等の更新を行う。
【事業期間：H26～】

学習環境の整備を進めるため、小中学校（3～5校）の特別教室を
地域へ開放する。

事業概要

市民の学習機会の拡充を図るため、生涯学習推進計画に基づ
き、多様な学習活動の充実を図る。

生涯学習課

地域と学校が相互に連携・協働して、地域全体で子供たちの学び
や成長を与える「学校を核とした地域づくり」の推進を図る。

事業概要

博物館93
博物館機能充実
事業
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３　豊かな自然とともに安心して住み続けられるまちづくり

＜防災・減災＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 0 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 135,482 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 66,390 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

101
家具転倒防止器
具設置事業

102
避難所用資材等
整備事業

103
ブロック塀等撤
去補助事業

子局4局新設

99

危機管理課

災害時要援護者世帯（身体障がい者、要介護者、要支援者、70歳
以上の高齢者世帯）のうち、希望者の住宅の家具等を固定し、災
害時の家具転倒防止による被害を防ぐ。

危機管理課

　身近な自然環境を保全しつつ、ごみの減量や分別収集による資源の有効利用と環境美化の推進によ
り、環境に負荷を与えないまちづくりをめざすとともに、循環型社会の形成などにより、誰もが自然を生
かした潤いのあるまちづくりをめざします。
　さらに、災害に強いまちづくりや交通安全・防犯対策の強化に努めるなど、豊かな自然とともに安心し
て住み続けられるまちづくりをめざします。

事業概要

100
急傾斜地崩壊対
策事業

市民の生命･財産を守るため、急傾斜地の土砂災害などの危険箇
所において、擁壁工や法枠工等の急傾斜地崩壊防止施設の整備
を促進する。
【事業期間：通年】

土木港湾課迫地区完了

東古城地区完了

98
防災センター建
設事業

防災機能調査を行い、防災の拠点となる防災センターの建設につ
いて構想を進める。
【事業期間：R3～】

防災機能調査完了

-

防災行政無線デ
ジタル化事業

防災行政無線システムのデジタル化を推進し、より迅速かつ確実
な防災情報伝達手段を確保し、防災体制の強化を図る。
【事業期間：H28～】

47局設置完了

大規模地震発生の際は、多数の市民が避難することが予想される
ため、避難所用の備蓄品を整備する。

地震等での民間所有のブロック塀等の倒壊による災害を防止する
ため、撤去費の補助を行うことで倒壊の危険性のあるブロック塀等
の撤去を促進する。

事業概要
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＜消防・救急＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 289,277 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 12,600 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

106
防火思想普及事
業

107
消防車両整備事
業

108
緊急通報装置等
受信事業

＜環境保全・生活衛生＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 0 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

110
浄化槽転換設置
等整備事業補助
金交付事業

111
地域猫不妊去勢
手術費等支援事
業

環境清掃課

消防本部

消防本部

消防業務の多様化に伴う各種災害への対応並びに救命率の向上
を図るため、車両及び機器材等の充実を図る。

災害や事故の多様化及び大規模化、都市構造の複雑化、住民
ニーズの多様化等に対応するため東三河5市による消防通信指令
事務の共同運用を実施する。

事業概要

清幸園の老朽化による施設更新について、蒲郡市下水道浄化セ
ンターにし尿処理等の直接投入設備設置を検討し、整備を行う。
【事業期間：R3～】

環境清掃課下水道施設ストックマネジメント全体計画策定

導入可能性調査完了

市民による初期消火で火災の被害を軽減するため、街頭消火器の
整備充実及び防火思想の普及・指導充実を図る。

109

下水道浄化セン
ターし尿等直接
投入設備設置事
業

事業概要

飼い主のいない猫に対して、地域猫活動を行う市登録団体に対
し、不妊去勢手術費補助金交付等により支援を行う。

事業概要

105
消防団拠点施設
整備事業

防災力強化のため、拠点施設である消防団器具庫の整備を図る。
【事業期間：通年】

消防団器具庫整備率　75％

消防団器具庫整備率　71％

104
西部出張所移転
建設事業

防災力強化のため、拠点施設である消防署西部出張所の整備を
図る。
【事業期間：R3～R5】

建設工事完了（R5）

建設工事実施設計完了

事業概要

汚水処理人口普及率の向上のため、合併処理浄化槽に転換する
ための費用の一部を補助する。
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＜交通安全・防犯＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 37,920 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 4,700 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

114
交通指導員設置
事業

115
自転車乗車用ヘ
ルメット着用促進
事業

116
特殊詐欺対策装
置購入費補助金

交通防犯課

土木港湾課

道路建設課
（交通安全プログ

ラム推進室）

112
交通安全施設整
備事業

交通事故の減少と交通の円滑化を図るため、事故多発地点や通
学路の交通安全対策を実施する。
【事業期間：通年】

側溝甲蓋設置　　　L=4,155m
防護柵設置　　　　 L=901m
道路標識設置　　　N=368箇所
カラー舗装　　　　　L=20,086m

側溝甲蓋設置　　　L=3,906m
防護柵設置          L=760m
道路標識設置　　　N=363箇所
カラー舗装　　　　　L=14,364m

113
道路交通安全対
策事業

通学路の合同点検によって抽出された対策必要箇所である、市道
御嶽上音羽１号線及び市道空ケ谷下地１号線において、児童の滞
留場所及び歩道設置について検討し、通学路の安全対策を図る。
【事業期間：R4～R11】

自転車による交通事故被害軽減のため、ヘルメットの購入費用の
一部を補助する。

特殊詐欺による被害の未然防止を目的に防犯機能付電話機等の
購入費を補助する。

事業概要

事業概要

児童、生徒、園児の登下校時における交通安全指導を行うため、
交通指導員を各小学校区に1名配備する。

物件調査・用地測量

-
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＜循環型社会形成＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 15,280 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 396,110 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 21,720 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 12,000 千円

環境清掃課

環境清掃課

クリーンセンター
長寿命化事業

順次LED化

公共施設LED化率　17.0％（直接工事による進捗）

118

次期最終処分場の竣工

施設整備構想策定

広域化計画により少なくとも令和13年度までクリーンセンター施設
を維持するため、長寿命化計画を策定して計画的に長寿命化工事
を施工していくもの。
【事業期間：R3～】

長寿命化工事の完了

長寿命化計画の策定

事業概要

公共施設設置個所数　24ヶ所

公共施設設置個所数　18ヶ所

117
公共施設LED化
整備事業

地球温暖化対策として、消費電力及び温室効果ガス排出量を削減
するため、公共施設の照明をLED照明へ転換を図る。
【事業期間：R3～】

120
公共施設太陽光
発電設備等工事

再生エネルギーを積極的に活用するため、公共施設へ太陽光発
電システム等の導入を行う。
【事業期間：R3～】

次期最終処分場の候補地を選定、建設し、令和11年度より供用を
開始する。
【事業期間：R3～】

119
次期最終処分場
施設整備事業
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○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

121
次世代自動車購
入費補助事業

122
プラスチック製容
器包装分別回収
事業

123
資源回収団体育
成奨励金交付事
業

124

住宅用地球温暖
化対策設備導入
費補助金交付事
業

環境清掃課

地球温暖化対策として、太陽熱利用システム等に対し、その導入
の促進を図るため補助金を交付する。

事業概要

プラスチック製容器包装を分別回収し、可燃ごみの減量及び再資
源化に取り組む。

資源保護及びごみ処理経費の節減を図るため、地域の資源回収
事業を実施した団体に対し奨励金を交付する。

次世代自動車である燃料電池自動車を購入する市民及び事業者
に対し、購入費の補助を行う。
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４　にぎわいと元気あふれるまちづくり

＜観光＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 2,273 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

126
蒲郡まつり負担
金

観光まちづくり課

＜商業・サービス業＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

127
中心市街地活性
化事業（TMO構
想推進事業）

128
商店街活性化支
援事業

129
癒しとアンチエイ
ジングの郷推進
事業

130
創業支援補助金
交付事業

＜工業＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

131
ミカワ・テキスタ
イル・ネットワー
ク（MTN）事業

132
くらふとフェア蒲
郡事業

133
企業誘致促進事
業

134 新産業創出事業

商店街活性化による支援を推進するため、事業主体に対して補助
金を交付する。

地域の活性化のため、産業基盤の強化とともに競争力のある新し
い産業の創出の事業化の提案に取り組む。

産業政策課

市内で創業するものに対し、創業に要する費用の一部を補助す
る。市から特定創業支援認定を受けた者は、補助上限額を引き上
げ、創業支援ネットワークとの連携も図る。

産業政策課

事業概要

地域の活性化及び観光の振興をはかるため、市民参加型の「蒲郡
まつり」を開催する。

事業概要

TMO構想に位置付けられた諸事業の企画・推進を行う。

　産業間の連携強化やシティセールス、新たな産業の創出や企業立地支援の充実、企業誘致の推進に
より地域産業の振興や雇用の創出を図り、にぎわいと元気あふれるまちづくりをめざします。

事業概要

125 水族館整備事業

時代のニーズに合った水族館整備を実施する。
【事業期間：通年】

観光まちづくり課
入館者：40万人

入館者：20万人

事業概要

繊維産業の新たな可能性を探るための物づくり、流通の研究、販
路の開拓等を推進する。

全国のクラフト作家、伝統工芸職人が一堂に会して自らが作製し
た作品を展示・販売するとともに作品のできるまでの作業工程の
実演や体験などができるフェアの開催に対して補助をする。

企業誘致及び流出防止並びに雇用の維持拡大を図り、地域経済
の振興と市民生活の向上に寄与するため、製造業における市内
投資に対して補助金を交付する。

平成25年度に策定した「蒲郡市ヘルスケア計画」に基づき、地域の
特色を生かしたヘルスケア産業が集積・発展し、地域経済が活性
化するとともに、市民が健康で長生きできるまちを推進する。
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＜農林業＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 2,500 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 9,000 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 138,043 千円

137 ため池改修事業

農業用水の安定供給及び災害防止のため、農業用ため池を改修
する。
【事業期間：通年】

135
農道新設改良整
備事業

136 水路整備事業

農業経営の合理化と効率化のため、水路を整備する。
【事業期間：通年】

整備済み延長　L=2,405m

整備済み延長　L=2,295m

整備済み延長　L=2,607m

農業経営の合理化と効率化のため、農道を整備する。
【事業期間：通年】

整備済み延長　L=2,642m

改修済み 6池

改修済み 2池

事業概要

農林水産課
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○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

138
機構集積支援事
業

139
有害鳥獣駆除事
業

140
食農教育実践事
業

141
農業用施設整備
事業

142
耕作放棄地対策
事業

143
農福連携促進事
業

144
新規就農者総合
対策事業

145
森林経営管理事
業

＜水産業＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

146
水産多面的機能
発揮対策事業

147
新規漁業就業者
支援事業

148
漁業用具整備事
業

意欲ある若者が漁業に新規参入し、継続して漁業に携わるための
環境を整えるとともに、漁業の将来を担う人材の確保・育成する。

漁業者が安定的な漁業を営むことで水産振興を図ることを目的と
し、漁業経営の安定化に資する漁業用具等を整備するために購入
する経費を補助する。

耕作放棄地の解消と農地の有効利用を促進するため、市内の耕
作放棄地等が売買され、または賃借される際の支障物除去、整
地、土壌改良等の農地の再生作業に要した費用を補助する。

森林所有者や林地境界に関する情報等の整備を行い、森林経営
管理の適正化の促進を図る。

農業就業人口の減少に伴い、農業の新たな担い手を確保するとと
もに、障がい者等の就労機会の創出、社会参加の促進を目的に
実施する農福連携事業を支援する。

農業への人材の一層の呼び込みと定着を図るため、就農に向け
た研修資金 、親元就農を含む経営開始時の投資を基本とする経
営開始資金 、雇用就農の促進のための資金の交付 、伴走機関
等による研修向け農場の整備 、新規就農者への技術サポート 、
農業大学校・農業高校等における農業教育の高度化等の取組み
を国と地方が一体となって支援するとともに、職業としての農業の
魅力の発信等の取組を総合的に支援する。

事業概要

環境・生態系の維持、回復や安心して活動できる海域の確保な
ど、漁業者等が行う水産業、漁村の多面的機能発揮対策に資する
地域の活動を支援する。

農林水産課

事業概要

農地法の改正に伴い、農地制度の新たに担う事務を適切かつ円
滑に執行するため、農地の利用状況調査、農地基本台帳の整備
などに必要な経費を支出する。

農林水産課

有害鳥獣から農作物等への被害を減少させるため、はこわなによ
る捕獲、侵入防止対策として電気柵・ワイヤーメッシュ柵等の設
置、わな猟免許の習得などを実施する事業を支援する。

食育を推進するため、平成29年3月に策定の「たべたくんの食育プ
ラン（第3次蒲郡市食育推進計画）」に基づき、市民への食育の取
組みを推進するとともに、 食育実践活動の促進等を図る。

施設栽培の産地の維持発展を図ることを目的とし、新規に農業用
ハウス施設等を整備するために要する経費を補助する。
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＜ボートレース＞
■モーターボート競走事業会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 540,300 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 78,800 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 109,760 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 27,000 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 31,141 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 0 千円

153
投票関連機器更
新事業

投票機器機器の更新。
【事業期間：R2～】

改築工事完了（R4）

改築工事

-

大時計設備及び発走台表示機器の更新を行なう。
【事業期間：R2～R4】

更新工事

改築工事

外向発売所（有料席）の建替えを行なう。
【事業期間：R2～R4】

更新完了（R4）

事業概要

競技部施設の建替えを行なう。
【事業期間：R1～R4】

改築工事完了（R4）
149

競技部施設改築
事業

150
外向発売所（有
料席）改築事業

151
大時計及び周辺
機器更新事業

ボートレース事業部

順次更新

154 高圧受電化事業

特別高圧受電から高圧受電への切り替えを行う。
【事業期間：R5～R8】

基本設計・実施設計完了

-

152
ボートレース場
パーク化事業

ボートレース場を活性化するため子供たちが楽しむことができる施
設、幅広い年齢層において利用できるスポーツ施設などを整備す
る。
【事業期間：R3～R6】

事業完了

基本計画策定
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５　人と人がつながり快適な暮らしを支えるまちづくり

＜公共交通＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

155
名鉄西尾・蒲郡
線存続支援事業

156
公共交通体系整
備事業

157
高齢者タクシー
運賃助成事業

＜道路＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 72,800 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 200,203 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 8,500 千円

広域的幹線交通の拡大を踏まえ、国道23号蒲郡バイパスの（仮）
金野インターチェンジと国道23号の接続道路、ラグーナ蒲郡への
アクセス道路として、整備事業を促進する。

公安協議完了（愛知県）

-

道路建設課

158
国道23号蒲郡バ
イパス整備事業

観光及び産業の広域的市場を確保し、市内の交通緩和に大きく寄
与する地域高規格道路として整備事業を促進する。

暫定2車線供用開始

東部区間用地買収完了

市街地の交通渋滞解消のため、市の中心市街地を囲む重要幹線
道路として、整備を推進する。
【事業期間：H25～】

6、7工区供用開始

　市民の生活や地域経済の発展を支えるため、良好な市街地整備や道路・交通ネットワーク、港湾の充
実を図るとともに、より快適な暮らしを実現するための生活基盤の整備を進め、災害に強く、人と人がつ
ながり快適な暮らしを支えるまちづくりをめざします。

事業概要

名鉄存続のため、令和8年度まで、沿線市の蒲郡市、西尾市で毎
年2億5千万円を支援する（令和7年度末まで運行継続）。

交通防犯課

高齢者や社会的弱者を始めとする市民の生活交通手段を確保す
るため、定期路線バスへの助成措置を講じるとともに、鉄道、路線
バス、支線バス、タクシーなどの特性を生かした総合的な公共交
通体系の確立を図る。（H27形原地区、R1東部地区、西部地区、R2
三谷地区、R3大塚地区において支線バスの運行開始。）

高齢者の社会活動の範囲の拡大を広め、自立更生及び外出支援
の促進を図るため、タクシー運賃の一部を助成する。

事業概要

159
都市計画道路蒲
郡環状線整備事
業

事業費ベース進捗率　6工区　58.7％、7工区　66.8％

160
都市計画道路大
塚金野線整備事
業
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目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 200 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 31,459 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 191,200 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 62,700 千円

橋梁点検　　143/302橋（47%）
橋梁補修　　　2/  9橋（22%）

橋梁長寿命化修繕計画策定
橋梁点検　　73/302橋（24%）
橋梁補修　　 2/  9橋（22%）

鹿島町宮ノ要交差点から国道247号鹿島バイパスに繋がる道路を
確保し、市街化区域内の低未利用地の宅地化を図るため整備を
推進する。
【事業期間：R2～】

進捗率：7.0％

進捗率：1.7％

道路建設課

163
道路修繕事業
（舗装）

安心して既存の道路インフラを利用し続けることができるようにす
るため、点検による現状の把握とその結果を踏まえた修繕計画に
基づく舗装修繕を実施する。
【事業期間：通年】

164
道路修繕事業
（橋梁）

（仮）市道宮ノ要
浜田1号線整備
事業

161
市道七舗港町1
号線整備事業

歩道のバリアフリーや点字ブロック設置と竹島までの観光ロードの
整備を推進する。
【事業期間：H29～R6】

今後ますます増加する老朽化した道路橋の維持管理に対応する
ため、長寿命化修繕計画を策定することで従来の事後保全型から
予防保全型の維持管理へ移行することで修繕費用の低減を図る。
また、国庫補助金の事業要件を満たす長寿命化修繕計画を策定
することにより、国庫補助金を活用した計画的な修繕を実施する。
【事業期間：R2～】

162

工事完了

進捗率：48.4％

土木港湾課

舗装点検　　L=52/52km（100%）
舗装修繕計画策定
舗装修繕　　L=3,599/11,924m（30%）

舗装点検　　L=52/52km（100%）
舗装修繕計画策定
舗装修繕　　L=1,418/11,924m（12%）
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目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 3,000 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 0 千円

＜下水道＞
■下水道事業会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 2,085,536 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 15,500 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 310,931 千円

169

都市計画マスタープランへ都市計画道路の見直しに関す
る方針の反映（R4）
都市計画マスタープランへ都市計画道路の見直しに関す
る方針の記載状況の検討

下水道浄化センター

都市計画課

安心して既存の道路インフラを利用し続けることができるようにす
るため、それぞれの施設の特徴を踏まえた適切な点検による現状
の把握とその結果に基づく適切な修繕を実施する。また必要に応
じて修繕計画を策定する。
【事業期間：R2～】

順次修繕工事の実施

横断歩道橋長寿命化修繕計画策定

166
都市計画道路見
直し検討事業

諸施設の老朽化が著しいため、能力・機能向上を図るため改築工
事を実施する。
【事業期間：H3～】

順次工事の実施

-

単独公共下水道
整備事業（終末
処理場施設）

事業概要

生活環境を改善し、閉鎖性水域や河川の水質汚濁を防止するた
め、下水道の整備を実施する。
【事業期間：S45～】

167
単独公共下水道
整備事業

下水道課

蒲郡処理区の下水道事業計画区域整備率　76.9％

蒲郡処理区の下水道事業計画区域整備率　72.9％

168
流域関連公共下
水道整備事業

生活環境を改善し、閉鎖性水域や河川の水質汚濁を防止するた
め、下水道の整備を実施する。
【事業期間：H2～】

末端管渠整備、普及活動を行い、水洗化人口を4,315人

大塚処理分区の水洗化人口4,165人

長期未整備となっている都市計画道路の見直しを行う。
【事業期間H30～R4】

土木港湾課165
道路修繕事業
（道路付属物等）
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目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 39,692 千円

＜港湾・河川・海岸＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 13,500 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 82,980 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

173
輸出入荷物助成
事業

土木港湾課

174
ラグーナ蒲郡運
営事業支援交付
金

企画政策課

事業概要

流水断面を確保し、地域の安全を高めるため、主要河川の土砂等
堆積部分を除去する。
【事業期間：通年】

河川浚渫　L=3,880ｍ、V=9,612㎥

河川浚渫　L=1,519ｍ、V=5,463㎥

港湾整備事業
（倉舞港）

下水道浄化センター

順次修繕工事の実施

係留護岸整備L=331m完了
係留護岸嵩上L=47m完了
港湾施設長寿命化計画策定

172
河川維持整備事
業　（河川浚渫）

土木港湾課

-

170

三河港蒲郡地区において利用促進を図るため、輸出入自動車、輸
出入木材及びトランシップ貨物を対象に助成するもの。

平成26年度に、第三セクターである蒲郡海洋開発株式会社の経営
の抜本的改革を行い、ラグナシア・フェスティバルマーケット等の運
営事業について、民間の新たな運営事業者を誘致するため、総額
30億円の交付金を交付し、民間の自由な発想により、運営事業を
実施し、市内の観光・経済の更なる発展を図る。

事業概要

171

市の管理港として、港湾施設の保全及び利用者の安全性・利便性
を確保するため、係船護岸の補修工事を実施する。
【事業期間：H9～】

諸施設の老朽化が著しいため、能力・機能向上を図るため改築工
事を実施する。
【事業期間：H3～】

順次改築更新工事の実施
単独公共下水道
整備事業（ポン
プ場施設）

26



＜市街地整備・都市景観＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 8,419 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 525,100 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 42,200 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 6,700 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 14,182 千円

都市計画マス
タープラン策定
事業

蒲郡市都市計画マスタープランを策定する。
【事業期間：R3～R4】

176
蒲郡駅北地区優
良建築物等整備
事業

公園長寿命化対
策支援事業

順次、長寿命化対策支援工事を実施177

-

都市計画課

策定（R4）

事業概要

179

175

蒲郡市優良建築物等整備事業補助金交付要綱に基づき、本市が
事業主体となって事業推進を実施する。
【事業期間：R3～R7】

建築物除却完了、建築物工事着手

蒲郡市優良建築物等整備事業補助金交付要綱の制定

予防保全的な維持管理への転換を図り、公園施設の長寿命化対
策を計画的に行っていく。
【事業期間：R2～R12】

駅周辺施設維持
整備事業

中部土地区画整理地内において公園を整備する。
【事業期間：H15～】

一沢公園実施設計完了

新井形公園整備完了

公園長寿命化計画策定

都市公園整備事
業（中部）

市内の駅周辺を安全かつ快適に利用できるように駅前広場を含め
施設の整備を行う。
【事業期間：H14～】

駅周辺を適切に維持管理

駅前広場7,900㎡、ＪＲ高架下5,892㎡、名鉄高架下642㎡
整備済

178

27



目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 0 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 11,050 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 0 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 18,100 千円

土木港湾課

都市景観の向上を図るため、景観に考慮した公的サイン（案内標
識）を設置する。
【事業期間：通年】

車両系サイン新設　　64基整備
歩行者系サイン新設　12基整備
車両系サイン新設　　62基整備
歩行者系サイン新設　11基整備

182

都市計画課

景観形成推進事
業

180

181

観光資源や良好な自然環境の保全、地域の快適な生活環境の形
成、経済活動と景観の調和などを図る。
【事業期間：H29～R6】

景観ガイドラインの策定

景観重要建造物の指定

公的サイン整備
事業

緑の基本計画策
定

地籍調査事業

一筆ごとの土地の境界、地籍等を明らかにし、土地資産の保全、
災害復旧の迅速化、まちづくりの円滑な推進等を図る。
【事業期間：H25～】

緑の基本計画を策定する。
【事業期間：R5～R6】

基本方針策定、計画公表

-

調査実施　A=115ha
調査完了　A=66ha

調査実施　A=106ha
調査完了　A=66ha

183
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★土地区画整理事業特別会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 21,251 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 550,355 千円

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 58,414 千円

＜住宅環境＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 8,000 千円

蒲郡中部土地区
画整理事業

187
狭あい道路整備
促進事業

建築基準法において、狭あい道路と呼ばれる道路幅員が4mに満
たない道路に接する敷地において建築を行う際には、道路中心線
から2m後退する必要があります。この後退用地を道路用地として
寄附する申出があった場合に、測量・分筆登記を市が費用負担す
ることで狭あい道路の拡幅を促進する。
【事業期間：通年】

土地の有効利用と居住環境の整備を図るため、蒲郡中部地区に
おける区画整理事業を実施する。
【事業期間：S62～】

建物移転戸数　534戸/573戸　移転率93.2％
道路整備延長　14,162m/14,978m　施行済94.6％

建物移転戸数　527戸/573戸　移転率92.0％
道路整備延長　13,804m/14,978m　施行済92.2％

事業概要

土地の有効利用と居住環境の整備を図るため、蒲郡蒲南地区に
おける区画整理事業を実施する。
【事業期間：S44～】

清算業務

換地処分進捗率　100％（換地諸費ベース）

186
蒲郡駅南土地区
画整理事業

土地の有効利用と居住環境の整備を図るため、蒲郡駅南地区に
おける区画整理事業を実施する。
【事業期間：S63～】

事業概要

清算業務

建物移転戸数　247戸/247戸　移転率100％
道路整備延長　4,433m/4,433m　施行済100％

建築住宅課
土木港湾課

順次実施

-

区画整理課

184
蒲郡蒲南土地区
画整理事業

区画整理課

185
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○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

188
木造住宅耐震診
断事業

189
民間木造住宅耐
震改修費補助事
業

190
木造住宅除却事
業

191
住宅リフォーム
工事費補助事業

192
空家リノベーショ
ン工事費補助事
業

193
老朽空家解体費
補助事業

＜水道水の安定供給＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

194
設楽ダム関連負
担金

企画政策課

■水道事業会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 1,047,200 千円

60％（事業費ベース）

195
送・配水管布
設、布設替事業 76％（事業費ベース）

事業概要

昭和56年6月の新耐震基準施行以前に建設された、在来工法の
民間木造住宅について、無料耐震診断を実施する。

昭和56年6月の新耐震基準施行以前に建設された、民間木造住
宅で耐震性のない建築物の解体費用の一部を補助する。

民間木造住宅耐震診断結果で判定値1.0未満の住宅を1.0以上と
する耐震補強工事を行う場合に、上限120万円の耐震改修補助を
行う。民間木造住宅耐震診断結果で判定値0.7未満の住宅を0.7以
上にする耐震補強工事を行い、将来的に第二段階で判定値1.0以
上とする改修工事を行う場合、または判定値1.0未満の住宅の1階
部分を1.0以上にする耐震補強工事を行う場合に上限60万円の補
助を行う。また、1部屋に限定した耐震シェルターを設置する場合
に上限25万円補助する。

ライフスタイルの変化に対応した住環境整備や、新型コロナウイル
ス感染症の影響によるテレワークなどの生活環境の変化に対応し
た住環境整備のため、住宅リフォームへの支援を行い、市民の豊
かな住生活の実現を目指す。

「空家バンク制度」を利用して住宅を取得した方が、5年間その住
宅を利用すること及び耐震性能を有する建物であることを条件に、
リノベーション工事を行う費用に対して補助する。補助額は、工事
業者で行うリノベーション工事費又はご自身で行うDIYで購入した
材料費に対し、一律30万円の補助を行い、ご結婚や移住といった
空家物件で新生活をスタートする方には新生活応援加算として10
万円、立地適正化計画の居住誘導区域内の物件である場合は10
万円の加算要件を設ける。空家バンク制度の物件登録数の増加
や、市外在住の方の移住に空家が利用されることにより、空家の
利活用の促進を図る。

事業概要

国が豊川上流に令和8年度に完成を目指す「設楽ダム建設事業」
について、恩恵を受ける下流5市が負担割合（本市8％）に応じて負
担金を支払う。

事業概要

管路更新事業計画及び他の関連事業の進捗状況に合わせ、送・
配水管の布設替をする。
【事業期間：H25～】

水道課

建築住宅課

増え続ける空家対策として、老朽空家の解体工事費に対して補助
する。空家となって1年以上住居として使用されていない建物で、
昭和56年5月31日以前に着工された建物であることを要件として、
補助額は、補助対象経費の2分の1、上限15万円とする。

30



目標値
（R6）

現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 559,120 千円

□水道事業会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

197
収納等総合業務
委託

198
給排水窓口業務
委託

196
配水場等更新事
業

更新計画に合わせて、各配水場及びポンプ場施設の更新事業を
行う。
【事業期間：H19～】

第1南山配水場の配水池築造

第1南山配水場の敷地造成工事

水道課
給排水窓口業務を民間業者に委託し、効率的な事業経営を図って
いく。

水道課

事業概要
収納等総合業務を民間業者に委託し、効率的な事業経営を図って
いく。
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６　市民とともに歩むまちづくり

＜市民協働＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

199
市民まちづくりセ
ンター運営委託
事業

200
協働基金運用管
理事業

＜男女共同参画＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

201
男女共同参画推
進事業

協働まちづくり課

＜多文化共生＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

202 多文化共生事業 協働まちづくり課

＜公共施設の適正な管理＞
●一般会計（投資的経費）
№ 事業名 事業課

目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 61,800 千円

目標値
（R6）
現在値

R4 R5 R6 R7 事業費(R4) 57,520 千円

○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

205
公共施設マネジ
メント事業

公共施設マネジメント課

204

教育政策課

工事着工

-

西浦地区個別計
画に基づく複合
施設建設事業

西浦地区個別計画に基づき、西浦地区の中学校、小学校、公民
館、児童クラブを有する複合施設を建設する。
【事業期間：R4～】

工事着工

-

　社会の変化や多様化する市民のニーズに対応していくため、地域コミュニティの活性化や市民一人ひ
とりが活躍できる環境づくりを行い、市民とともに歩むまちづくりをめざします。また、持続可能なまちづく
りのため、より適正な行財政運営を推進します。

事業概要

市民まちづくりセンターを設置することにより、市民活動の場所を
提供するとともに、協働事業の推進の拠点として活用を図る。

協働まちづくり課
協働のまちづくりに関する基金を創設し、市民活動・ＮＰＯ活動を
支援するとともに、「指針」に基づいた具体的な協働推進策を実施
し、協働の推進を図る。

事業概要

男女共同参画プランに基づき、各種施策の推進を図るとともに、
市民・民間団体・企業などへの働きかけに努める。

事業概要

市民主導の国際交流事業、国籍に関わりなくお互いを尊重した地
域づくり事業を支援する。

事業概要

203
塩津地区個別計
画に基づく複合
施設建設事業

塩津地区個別計画に基づき、塩津地区の小学校、保育園、公民
館、児童クラブを有する複合施設を建設する。
【事業期間：R4～】

事業概要

公共施設を経営的視点から、総合的、総括的に管理・運営・活用
する。令和4年度から全市利用型施設リーディングプロジェクト基
本構想等策定業務を実施する。
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＜行財政運営＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

206
東三河広域連合
運営事業

企画政策課

＜行政のデジタル化＞
○一般会計（その他経費）
№ 事業名 事業課

207
証明書自動交付
機管理事業

市民課

208
行政高度情報化
推進事業

209
情報システム全
体最適化事業

210
社会保障・税番
号制度システム
整備事業

211
業務改革推進事
業

行政事務における高度情報化の推進を図る。

デジタル行政推進課

市業務に必要な情報システム及びネットワーク等の構築及び運用
保守等を包括的にアウトソーシングし、情報コストの削減、事務効
率等の向上により、情報システム全体の最適化を図る。

社会保障・税番号制度の実施に伴い、業務システムを個人番号
取扱いに対応した改修をするとともに、団体内統合利用番号連携
サーバを構築する。また、他機関等との情報提供・照会のため中
間サーバの利用を行う。

ICT技術を活用し、市民の利便性向上及び等業務改革を推進す
る。行政手続きのオンライン申請ツールを導入し、オンライン化を
推進する。

事業概要

住民票、印鑑、税（所得、課税証明）、戸籍証明の交付について、
自動交付機を導入し、市民サービス及び事務効率の向上を図る。

平成27年1月30日に東三河8市町村で設立した東三河広域連合
の運営経費や構成市町村が一体となって取り組む事業等の経費
を負担することにより、東三河地域の新たな魅力と活力の創造に
努め、誰もが真の豊かさを実感できる地域の実現を目指す。

事業概要
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